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造を創めた。平川さんは父祖の技と心を受け継ぎ、現在伝統工芸士に相応しい製品を作り続け
ている。製品は、植木職人がふだんの道具として使用する５～６万円の実用的な鋏から、持ち
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度は焼入れ前の３、４倍になるとのことである（本多光太郎「刃物及び日本刀の切味に就て」










































師 十四軒、同金具師 十三軒、鋳形師 弐軒、象嵌師 壱軒、料理庖丁カヂ 壱軒、小刀鍛冶 六
軒、出刃鍛冶 二十軒、剃刀鍛冶 七軒、金物鍛冶 十軒、ハサミ鍛冶 壱軒、タバコ鍛冶 二十三
軒」が存在したという（吉田 豊「江戸時代堺の産業一覧」『堺博物館報』第 24 号）。18 世紀
の境目には鉄砲鍛冶、煙草鍛冶、庖丁鍛冶の三者が出揃っていたのである。業者数からみると、
領主需要を対象とした御用鍛冶である鉄砲鍛冶がまだ主流であったが、煙草庖丁鍛冶や出刃庖
丁鍛冶でもそれぞれ 23 軒、20 軒と一定程度の業者数の集積がみられるようになっていた。 
さらに、「左海鑑」から半世紀を経た宝暦７年（1757）の「手鑑」によると、鉄砲鍛冶関係者
は「鉄砲鍛冶 22 軒、鉄砲鍛冶番子 23 人、（鉄砲）鋳形鍛冶１人、（同）火蓋雨覆鋳鍋師１人、
（同）金具師６人、（同）象眼師２人、（同）台師８人」合わせて 63 であるのに対して、庖丁関
係者は「庖丁鍛冶 37 軒、庖丁鍛冶手間取 64 人、庖丁屋 21 軒、庖丁柄屋１軒」と 100 を大きく
上回るまでに成長していた。煙草庖丁関係も「多葉粉庖丁屋（29 株）、多葉粉庖丁中買３軒、
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には独占的地位を確立していた。ところが、先進地堺の庖丁の声価が高まるにつれて、模造品
の「似せ庖丁」が現れ、堺煙草庖丁の独占的地位を脅かすようになるのである。堺では、享保












































































人であり、このうち農業有業人口は 241,457 人、工業有業人口は 8,011 人であった（『日本産業
史大系 総論編』東京大学出版会、1959 年）。 
堺町は、明治元年には町の真ん中を東西に通る大小路を挟んで以南の区域が堺県、以北が大
阪府に分断されていた。明治２年に南北両域が堺県に所属し、同５年に新町起立がなされて堺
町となった。上述の三新法公布をうけて明治 12 年に堺区と改称されたのち、明治 21 年市町村
制公布によって翌 22 年４月１日に市制を施行して、堺市になったのである（『国史大辞典』第
６巻）。ちなみに、明治 11 年当時の堺町の戸口は、町数 195 町・戸数 12,600 戸・人口 41,285
人を有し、堺県内一の大都市であった。また明治 14 年合併時における堺県の戸口は、戸数
207,321 戸・人口 937,415 人であった（『堺市史』第３巻）。 
表１は、府県物産表から堺県の物産額をまとめたものである（『明治前期産業発達史資料 第
１集』明治文献資料刊行会、1959 年）。表によると、堺県の物産総額は 5,386,167 円であった。
その内訳は、農・山・林産物、海産物、畜産物に属する産物の生産額が 3,741,360 円で、物産
総額 5,386,167 円の約７割が第一次産業であった。それに対して工産物価額は 1,644,806 円で３
割であった。数字からみると、明治初年の堺県は農産物生産を主体とする農業社会であったと
いえよう。ちなみに、山口和雄氏の分析によると、日本全体の物産総額は 372,306,974 円であ











大分類 中分類 価額（円） 構成比 主要産物 
農産物 米穀類 2,787,489 51.8% 米 2,349,465 円、麦 359,712 円 
  種子類 272,938 5.1% 菜子 230,335 円、綿子 42,036 円 
  園蔬類 96,398 1.8% 薩摩芋 59,110 円、蘿蔔 13,708 円 
  綿類 476,161 8.8% 綿 476,161 円 
  製茶・煙草類 32,528 0.6% 茶 20,277 円、煙草 12,251 円 
  その他 18,506 0.3% 果実類 14,707 円 
山・林産物 竹・木材等 8,006 0.1% 木材 4,545 円 
  薪・炭・蝋 20,626 0.4% 薪炭 14,876 円 
  玉石鉱土類 6,724 0.1%   
海産物 魚類 16,827 0.3%   
畜産物 禽獣類 5,159 0.1%   
  小 計 3,741,360 69.5%   
工産物 醸造物 365,043 6.8% 酒 252,494 円、醤油・味噌 100,651 円 
  油類 144,324 2.7% 菜子油 132,266 円、綿子油 8,743 円、蝋燭 5,750
円 




金属細工・諸器械類 84,009 1.6% 煙草庖丁 35,003 円、出刃庖丁 7,812 円、手鋏 998
円、鉄砲 760 円、農具 11,564 円、大鋸 1,800 円、
煙管 1,725 円、人力車 12,800 円、荷車 4,450 円 
  木綿糸・繰綿 39,406 0.7% 木綿糸 24,680 円、繰綿 14,726 円 
  
  
縫織物類 547,216 10.2% 白木綿 282,038 円、縞木綿 77,967 円、真田 149,898
円、紋羽 28,265 円 
  生糸・蚕卵紙類 3,377 0.1%   
  化粧具類 15,059 0.3% 櫛 14,054 円 
  線香 9,023 0.2%   
  染料・塗具類 8,425 0.2%   
  陶器類 52,175 1.0% 瓦 20,140 円、煉瓦石 20,905 円 
  家具類 18,587 0.3%   
  桶樽類 87,453 1.6% 酒造桶 76,014 円 
  履物類 51,600 1.0%   
  肥料・飼料 51,116 0.9% 油粕 30,117 円、綿種油粕 9,951 円 
  紙類 5,141 0.1%   
  その他 15,772 0.3%   
  小 計 1,644,806 30.5%   
合 計   5,386,167 100.0%   
（注）『明治７年府県物産表』より作成。 
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んど全額が木綿織物）および「木綿糸・繰綿」を合計するとの 1,062,783 円に達し、綿関連業
が全物産額の 19.7％を占めていて、堺県第一の商品経済に関わる産業であったことがわかる。 




























油・味噌醸造も 100,651 円で物産総額の２％弱を占めている。両方を足すと、365,043 円にのぼ
る。 
































二との関連で鋏の生産について付言しておくと、その生産高は 6,850 丁・2,124 円で、ある程
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度の規模をもつ産業として形成されつつあるとみてよかろう。この他では煙管が大きく、生産
高は 115,000 本・1,725 円であった。煙管鍛冶屋はすでに「左海鑑」に 64 軒記載されていて近
世期を通じて存続していた。この時点ではまだ紙巻煙草も普及していないので、煙管の需要も
大きかったのであろう。その生産は都市の職人的手工業であるので、例えば京都 1,111,871 本・


















次いで生産額が大きいのが新潟県である。新潟県の打物鍛冶類の生産額は 238,730 円にのぼ 
 
表２ 明治７年主要府県における打物鍛冶類物産額 （単位＝円） 
県名 物産総額 諸器械・金属細工 打物鍛冶類 主 要 製 品 
飾磨 7,407,130 431,385(5.8%) 398,168(5.3%) 釘 317,677、鎌 49,130、庖丁 14,282、鍬 7,581、鋏 1,217 
新潟 13,294,558 281,622(2.1%) 238,730(1.8%) 釘 74,174、真鍮鋲釘 51,129、銅鋲釘 28,671、鉄鋲釘 20,316 
     庖丁 5,157、小刀 2,333、鋏 595 
敦賀 8,097,110 167,843(2.1%) 128,673(1.6%) 釘 42,038、鋸 20,739、前挽鋸 18,472、鉋 17,415、鑿 6,659、 
     鍬 4,648、裁刀 1,666、鎌 1,639、庖丁 1,269 
堺 5,386,166 84,009(1.6%) 57,945(1.1%) 煙草庖丁 35,002、出刃庖丁 7,812、鍬 7,367、手鋏 998 
岐阜 7,921,441 47,842(0.6%) 21,000(0.3%) 小刀 7,233、鍬 5,278、鋤 2,420、鋏 1,421 
（注）「明治七年府県物産表」より作成。括弧内のパーセンテージは物産総額に対する割合を示す。 







打物問屋 30 軒が株仲間を結成しようとしたが、それに対して 139 軒に及ぶ鍛冶屋が反対したと
いう（乾前掲論文）。かなりの展開をみたといえるが、表が示すように、明治初年には鎌の生産






90 戸、合計 180 戸を数えた。しかし、関の刃物製品は鞘刃物が中心で、製品に大衆性がないた
めに製品販売市場に占める地位は低かった（山口前掲論文）。明治７年の物産額をみてみると、




以上のことを踏まえて庖丁生産に絞ってその生産額をみると、堺県 42,823 円、飾磨県 14,282








明治７年から 130 数年を経た現在、堺刃物業はどのような状況であろうか。 
平成 19 年度の工業統計によると、堺市の製造業（従業員４人以上）は、事業所数 1,804、従
業者数 52,771 人、製造品出荷額等 3,154,228 百万円であった。業種別の構成をみると、事業所
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数では金属製品が 394（構成比 21.8％）でトップ、次いで一般機械器具、食料品が続いている。
従業者数でみると、一般機械器具が 13,714 人（同 26.2％）でトップ、次いで金属製品、食料品
と続いている。製造品出荷額等では、事業所数わずか６、従業者数 599 人の石油・石炭製品が
１兆 84 億円・構成比 34.3％と総額の約３分の１を占め、次位の一般機械の 5,180 億円を大きく
引き離している。臨海工業地帯に基盤を置く現在の堺市の産業構造を象徴している。 
事業所数、従業者数で上位を占めた金属製品は出荷額 1,890 億円（同 6％）で第６位であっ
た。事業所数の割には出荷額が小さいのは、零細企業が多数を占めるからである。ちなみに、
平成 18 年度事業所・企業統計調査では事業所総数 712 のうち 46.2％が 1～4 人規模の零細事業
所であった。本稿が対象としている堺刃物業は、この金属製品製造業の小分類「洋食器・刃物・
手道具・金物類製造業」に属する。工業統計によると、その事業所数は 46、従業者数 881 人、















































成 19 年度 伝統工芸品産地調査・診断事業報告書－堺打刃物－』伝統的工芸品産業振興会、2008
年）。この基準に基づいて、貼付管理を厳密にして堺打刃物のブランド価値を高めてきた。当初
は年間 300～400 枚程度の貼付数であったが、平成 12 年度以降増えていき、現在では年間 8 千
枚前後の庖丁・ハサミに貼付を行っている。そして昭和 57 年にスタートしてから今日まで貼ら
れたシール総数は 116,147 枚に達するのである。産地の中核的な担い手である伝統工芸士の数
も平成 11 年に 19 名であったのが、同 18 年には 28 名に増えている。 
伝統的工芸品振興協会に提出したとみなされる「平成 19 年度産地概要調査票」によると、「堺
打刃物」産地の同年度の概要は、事業所数 117 社（組合員 95 社・非組合員 22 社）、従業者数
－ 66 － 
561 名（組合員 531 名・非組合員 30 名）、年産額 4,112 百万円（組合員 4,010 百万円・非組合員





堺刃物工業協同組合（鍛造業者 21 社）、堺刃物協同組合（刃付業者 33 社）、堺利器工業協同組
合（鋏業者 10 社）の４組合と、堺打刃物伝統工芸士会（伝統工芸士 28 名）から成っている（２
つの組合に加入している企業もあるため、上記の事業所数と一致しない）。 
また、産地全体の年産額のうち伝統的工芸品としての堺刃物のそれは 791 百万円（組合員 774
百万円・非組合員 17 百万円）で、産額全体に占める比率は２割弱であった。非組合員のなかに
も伝統工芸品の製品を作り出す業者がいることが確認できる（堺刃物商工業協同組合連合会「平
成 19 年度産地概要調査票」）。 
堺産地で生産された製品の数量・出荷額はどのようなものであろうか。表３は平成 11 年から
同 18 年までの生産高の推移をみたものである（『平成 19 年度 伝統工芸品産地調査報告書－堺
打刃物－』）。平成 11 年に 847 千丁・23 億 52 百万円であったのが、同 12 年に 493 千丁・13 億




表３ 生産数量・出荷額の推移 （単位：丁、百万円） 
 平成 11 年 平成 12 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 
生産数量 847,000 492,640 479,680 453,750 436,460 454,000 436,500 428,000 
出荷額   2,352   1,368   1,332   1,332   1,297   1,226   1,186   1,186 
（出典：『平成 19 年度 伝統的工芸品産地調査・診断事業報告書－堺打刃物－』） 
 
表４ 各組合加入事業者数の推移 
 平成 11 年平成 12 年平成 13 年 平成 14 年平成 15 年平成 16 年平成 17 年平成 18 年 平成 19 年 
卸商 65 47 47 47 44 38 34 34 33 
鍛冶 37 21 21 21 21 21 21 21 21 
刃付 78 35 35 35 35 35 35 35 35 
鋏 16 11 11 11 11 11 11 11 11 
合計 196 114 114 114 111 105 101 101 99 
（出典：表３と同じ） 
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刃付・鋏は横ばいで推移しているのに対して、卸商業者は平成 15 年度より減少に転じ、平成
19 年度には 33 に減っていて、平成 12 年度比で平成 19 年度は３割減となっている。卸商業者
のビジネスの厳しい状況が窺える。 
ところで、これらの表で示された平成 11 年と同 12 年の間の大きな変化は、その時期に建設
された「堺刃物伝統産業会館」（刃物会館）における負担金をめぐる産地内での分裂に起因する。
刃物会館は４組合の連合体である「堺刃物商工業協同組合連合会」が建築主となって、平成 11
年 11 月～同 12 年７月の工期で建設されたものである。総額４億 8,495 万円にのぼる建設費用















表５ 都道府県別庖丁・鋏出荷額の推移（上位５県） （単位＝百万円） 
年度     庖丁         鋏     
1950 大阪     15 新潟     15 岐阜     11 兵庫      9 福井      6 東京     40 兵庫     25 新潟     23 岐阜     22 大阪     10 
1960 新潟    224 岐阜    177 大阪     80 神奈川   29 福井     25 岐阜    159 東京    147 新潟    102 兵庫     81 大阪     46 
1970 岐阜 2,011 大阪    642 新潟    627 高知    208 東京    208 兵庫 1,570 新潟 1,162 岐阜    871 東京    598 大阪    374 
1980 岐阜 5,978 新潟 1,903 大阪 1,439 福井    520 高知    516 岐阜 5,342 新潟 4,088 兵庫 4,024 東京 1,153 大阪    796 
1990 岐阜 10,865 新潟 3,686 大阪    838 福井    443 兵庫    311 岐阜 6,203 兵庫 4,598 新潟 4,389 大阪 2,243 東京    707 
2000 岐阜 8,411 新潟 3,744 大阪 1,046 兵庫    437 福井    377 岐阜 5,685 兵庫 3,233 新潟 3,111 大阪 2,460 東京    273 
2006 岐阜 5,860 新潟 4,448 大阪    625 福井    380 兵庫    202 岐阜 3,609 新潟 2,248 兵庫 1,883 大阪 1,408 東京    171 
（注）各年度工業統計表による。1990 年からは従業者４人以上の事業所の数値。 
 













 図１ 主要生産県の庖丁出荷額の推移 図２ 主要生産県の鋏出荷額の推移 
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産地全体についてもっと知りたいとの思いが募っていった。そこでもう一度、堺市役所ものづ
くり支援課の辻林 博氏に、業者の方に直接お話を伺えるように訪問先のアレンジをお願いし




































































































































































ＨＰを設定している所は 11 社であった。この 11 社について創業年、資本金、従業員数、営業
内容をみてみると以下の通りである。創業年は、文化２年（1805）が最も古く、明治期２社、
大正期３社、昭和戦前期３社、戦後期が２社であった。古い歴史を持つ企業が多い。資本金に
ついては 1,000 万円が９社で、２社は記載なしである。従業員数の規模は、最多の企業で 35 人
であり、20 人～29 人２社、10 人～19 人４社、５人～９人２社、５人未満１社、無記載１社で
あった。ＨＰを持たないところを考慮すると、大半は零細企業である。営業内容は、堺刃物類
をベースにおいて、それと関連した調理・厨房器具、園芸用器具、さらにＤＩＹ市場関連器具




























































































りわけインターネットを通じての E コマース（電子商取引）の進展である。 
 
（３）今後の方向性について－ネット販売の進展を踏まえて－ 









2000 年に 2,000 万人といわれたインターネットの利用者は、2007 年３月時点で 8,227 万人を
数え、総人口の 65％を占めるまでに急増した。そしてインターネット利用者の 74％がオンライ
ンショッピングの経験者だという。オンラインショッピングが私たちの生活に深く根づきつつ
あることを示している。ちなみに、ｅリテイルの市場規模は 2006 年時点で 4 兆 3,910 億円、前
年より 30％程度伸張した。オンラインによって消費者が購入する商品は、書籍・雑誌が 63％で
トップであり、次いでＣＤ，ＤＶＤが 50％、続いて衣料・アクセサリーが 42％、旅行・宿泊予




天」である。『朝日新聞』土曜版「be on Saturday」（09/12/26）の記事によると、1997 年にスター


















































－ 79 － 
需要に対応していく。それによって節約されたコストと回避されたリスクを産地全体のブラン
ド力アップに活かしていくならば、産地全体の競争力上昇につながるのではなかろうか。 






























－ 80 － 
今回の報告書は、長い歴史過程で幾重にも積み重ねられてきた堺刃物業の表層を断片的に自
己確認の形でまとめるにとどまった。実態は何かということにこだわりながらこの報告書を書
くにつれて、次々と新たなる興味が湧き上がってきた。とりわけ、経営の実態という点では卸
問屋のそれについてはほとんど内実が分からないまま、この報告書を書くこととなった。再度
の調査が許されるならば、改めて三人の方にそれぞれの経営の実態についてお話を伺えたらと
思う。 
末筆となったが、今回の調査において貴重な時間を割いて協力して頂いた堺の皆様に心より
感謝の意を献げたい。 
 
